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菊 陽 町 



ま え が き 

 

  この「財政事情」は、地方自治法及び町条例に基づいて、

毎年２回（６月１日と１２月１日）公表するものです。 

  今回の６月１日分では、令和８年度予算編成方針等、令

和８年度当初予算の内容、令和７年度下半期における補正

予算の状況、令和７年度予算の執行状況、町民の税負担の

状況等について、そのあらましを公表します。 
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３ 地方公営企業法第４０条の２に基づく下水道事業会計の業務状況の報告 

は下水道課にて公表します。 

 

 

 

令和８年６月公表 

-2-



第１  令和８年度当初予算について 

 

 

当初予算とは、一会計年度間の歳入・歳出を網羅して計上されるもので、その年度の開始前に

議会の議決を経ることとされています。 

 令和８年度予算は、３月に開かれた「令和８年第１回菊陽町議会定例会」で議決されました。 

 

 

１  予算編成方針（令和７年１１月４日） 
（１） 編成方針の基本的な考え方 
 

令和８年度当初予算は、令和７年４月に計画期間をスタートした「第７期菊陽町総合計画」に基

づき、初めて編成する予算となる。 

本町はこれまで、先人たちのたゆまぬ努力により、農業・商業・工業、そして住環境や自然環境

が調和した、暮らしやすいまちとして発展を遂げてきた。 

一方で、世界的半導体企業の進出をはじめ、町を取り巻く環境は大きく変化しており、これらの

変化に迅速かつ的確に対応するとともに、この好機を生かして、さらなる発展へとつなげていくこ

とが求められている。 

そのために新たに策定した「第７期菊陽町総合計画」に掲げる、基本理念をはじめ、めざすまち

の姿である「ともに 輝き 成長しつづけるまち 菊陽」の実現に向け、２２の基本施策を着実に推

進していく必要がある。 

また、本年６月には中期財政計画を策定・公表しており、その財政収支見通しに基づいた、健全

で持続可能な財政運営の継続が求められる。 

さらに、令和７年度からは地方交付税の不交付団体となっており、これは一定の税収増が見込ま

れることによるものである。 

このことは、本町が「自立した自治体」として、責任ある財政運営を行う段階に入ったことを意

味している。 

  したがって、これまで以上に財政規律を重視しつつ、町民がその成果を実感できるよう、限られ

た財源を有効に活用し、重要施策・優先分野を明確にした上で、事業効果の最大化を図ることが重

要である。 

  令和８年度当初予算の編成にあたっては、以上の考え方を基本として、計画的かつ戦略的な予算

編成を進めていくものとする。  
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（２） 町の財政状況 

 

  町の財政状況を示す主な項目の推移については、≪表≫のとおりとなっている。 

決算額は、近年の新型コロナウイルス対策費、物価高騰対応費、大型事業等の影響もあり、２０

０億円を超える額で推移している。 

地方公共団体の標準的な一般財源の規模を示す標準財政規模は、地方税収入額の増により、増加

傾向にある。令和６年度決算においては、町税の収入済額は８３億３，９９３万円で、前年比５億

４，１００万円の増となった。 

財政調整基金の残高については、令和６年度末の残額は１９億７，６３３万円で、令和５年度末

から５億９，９８２万円減少している。また、地方債の残高は、近年増加しており、現在実施して

いる大型事業等により今後も増加する見込みである。 

財政力指数は近年０．９～１．００で推移しており、令和６年度は０．９５となっている。令和

６年度の経常収支比率については、９４．５％となり、令和５年度と比較して増加している。 

 

 ≪表≫ 

項目 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 

歳入決算額(百万円) 21,311 20,906 21,580 21,084 24,333 

歳出決算額(百万円) 20,608 19,851 20,564 20,360 23,082 

標準財政規模(百万円) 9,103 9,650 9,514 9,778 10,218 

町税収入済額(百万円) 7,523 7,398 7,690 7,799 8,340 

人口（3 月 31 日時点） 42,899 43,449 43,673 43,811 43,846 

基金残高(百万円) 4,737 5,457 5,653 5,733 4,908 

うち財政調整基金 1,886 2,196 2,216 2,576 1,976 

地方債残高(百万円) 16,138 17,038 17,417 17,978 19,699 

うち建設事業債等 10,259 11,309 12,045 13,168 15,533 

財政力指数 1.00 0.97 0.96 0.94 0.95 

経常収支比率(％) 89.3 83.3 88.6 91.8 94.5 
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（３） 予算編成における重点施策 

 

 上記の「予算編成の基本的な考え方」や「町の財政状況」を踏まえ、令和８年度の重点施策につい

ては、企業進出による課題を最小化し、効果を最大化するため、特に重要な次の施策とする。 

 

⑴ 町民の生活を豊かにする施策 

企業進出に伴う税収や定住・交流・関係人口の増加を町の発展につなげ、誰もが、菊陽町に住

んで良かったと思えるまちづくりを行う。特に、高齢者が健康で充実した生活を送り、住み慣れ

た場所で長く暮らし続けることができるための施策について、重点的に取り組む。また、持続的

にバランスよく発展するまちづくりを進めるため、農業や商業を始めとした、あらゆる産業に対

する支援を行う。 

 

⑵ 企業進出に対応した施策 

企業進出を契機とした様々な影響に対応するための施策に、積極的に取り組む。特に、従来か

らの課題である交通渋滞対策については、国・県・企業などと連携し、最大限のスピードで取り

組む。併せて、工業団地の整備など、企業進出の効果をより一層拡大するための施策を進める。 

 

⑶ 新しいまちづくりに向けた施策 

地域経済の発展を目指しつつ、農業、工業、商業、住環境、自然環境のバランスの取れた土地

利用を進める。その上で、まちづくりの拠点でもある新駅の整備とともに、新たな市街地整備な

ど、町のさらなる発展につながる施策に取り組む。 

 

⑷ 町民サービス向上のための施策 

業務のアウトソーシングやＤＸに取り組むことで生産性の向上を図り、効率的な行政運営を行

うことで、町民サービスの向上に取り組む。併せて、町民の生涯学習の推進や利便性向上のた

め、計画的な施設の整備・改修に取り組む。 
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（４） 予算要求における留意事項 

 

 予算要求に当たっては、持続可能な財政運営を図り、「経常的経費の適正化」と「政策的経費の重

点化」を行うため、次の点に留意すること。 

 

⑴ 財源確保 

  国・県からの補助金や交付金、基金、地方債、受益者負担など、あらゆる財源の確保と把握に

努めること。なお、財政力指数に応じて補助率が変わることもあるため、正確かつ最新の情報を

収集すること。 

 

⑵ 新規事業等 

  新規事業に係る予算計上は、原則として政策調整会議に諮ったものに限るものとする。また、

新規事業を含む重要事業については、財政課と適宜協議を行うものとする。 

 

⑶ 事業の見直し 

  あらゆる事務事業の内容を精査し、不要・非効率な事業の廃止・縮減、スクラップアンドビル

ド、さらにはＤＸの導入などを通じて、事務の軽減及び事務費の削減に努めること。これらの見

直しなどを踏まえ、政策的経費に係る財源の確保のため、予算要求のシーリングは、経常的経費

のうち一般事務費を前年度比９５％とする。 

また、各事業については、実施スケジュールを明確に計画し、必要に応じて債務負担行為等の

設定を適切に行うこと。 

 

⑷ 地域の環境改善 

  道路・公園において、地域の環境改善に繋がる維持管理については、令和６年度当初予算比１

５０％を維持する。 

 

⑸ 施設の管理 
  各課において所管する施設について、現状を的確に把握すること。特に、近年、空調設備の不調 
 による利用者への影響が見られることから、修繕費等を含めた計画的な維持管理経費の確保に努  
 めること。
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２  予算の規模 
 

  令和８年度の会計別当初予算は表１のとおりです。 

一般会計の当初予算は２４６億２，６９９万６千円で、令和７年度当初予算額に比べて１９．

５％、４０億１，５３５万５千円増加しています。 

  また特別会計は、７２億１，７４９万円で前年度に比べて３．１％、２億１，８７６万７千円

増加しています。 

なお、一般会計の当初予算の推移は図１のとおりです。 

 

表１ 

  

 

図１ 

 

（単位：千円）

区　　　分 令 和 8 年 度 令 和 7 年 度 増 減 額 伸 び 率 （％）

一 般 会 計 24,626,996 20,611,641 4,015,355 19.48

特 別 会 計 7,217,490 6,998,723 218,767 3.13

合　　　計 31,844,486 27,610,364 4,234,122 15.34

※特別会計の各数値は、11ページに掲載しています。

令和８年度当初予算と令和７年度当初予算の比較

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

当初予算額 13,200,000 14,590,000 14,882,112 14,742,945 16,041,421 16,050,681 17,021,295 18,285,848 19,449,042 20,611,641 24,626,996

前年度伸率 △ 3.65 10.53 2.00 △ 0.94 8.81 0.06 6.05 7.43 6.36 5.98 19.48

当初予算の推移（一般会計）

（単位：千円,％)
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３  令和８年度の主な事業 

 

議会費 1億7,197万円 道路橋梁管理費 3億2,507万円

町営住宅改修事業 2億7,295万円

杉並木公園管理費 2億4,642万円

財政調整基金等費 29億8,861万円 公共下水道費 2億3,619万円

人事一般管理費 7億9,793万円 堀川南調整池整備事業 2億  500万円

電子計算費 3億5,360万円 社会資本整備総合交付金事業（改築） 1億9,900万円

新駅整備事業 2億5,067万円 （仮称）原水駅周辺土地区画整理事業 1億8,243万円

税務総務費 1億3,717万円 道路新設改良単独事業 1億3,594万円

賦課徴収費 1億1,303万円 公園管理費 1億2,965万円

財産管理費（役場庁舎） 8,819万円 土木総務費 1億2,278万円

自治会関係事業 8,021万円 都市計画総務費 9,349万円

戸籍住民総務費 7,262万円 施設整備総務費 5,549万円

地域公共交通政策費 5,599万円 菊陽第二土地区画整理事業地内公園整備事業 5,517万円

行政一般管理費 5,174万円

常備消防費 4億9,538万円

子どものための教育・保育給付事業 23億7,107万円 防災管理費 9,348万円

児童手当 12億8,990万円 非常備消防費 5,793万円

障害者自立支援給付等事業 10億  769万円

障害児支援事業 6億8,240万円

後期高齢者医療事業 5億8,714万円 学校給食費 3億  870万円

介護保険関係費 4億6,862万円 小学校管理事務局費 2億8,877万円

放課後児童健全育成事業 3億  200万円 武蔵ヶ丘コミュニティセンター運営費 2億6,980万円

保育所運営費 2億7,610万円 事務局費 2億1,850万円

社会福祉総務費 2億5,123万円 小学校学校給食事務局費 1億9,208万円

国民健康保険事業 2億4,893万円 菊陽中学校校舎増築事業 1億4,442万円

特別保育事業 2億   35万円 ＩＣＴ環境整備事業（小学校費） 1億4,131万円

放課後児童クラブ施設整備事業 9,151万円 中学校管理事務局費 1億3,771万円

就学前教育・保育施設整備事業 8,039万円 図書館運営費 1億1,648万円

地域生活支援事業 7,197万円 社会教育総務費 1億1,623万円

保育福祉総務事業 6,442万円 スポーツ施設整備事業 1億円

東部町民センター運営事業 6,332万円 中学校学校給食事務局費 8,102万円

菊陽北小学校校舎建設事業 6,863万円

ＩＣＴ環境整備事業（中学校費） 5,870万円

清掃総務費 4億5,097万円

子ども医療費助成事業 3億  333万円

予防接種事業 2億3,503万円 元金 15億4,003万円

保健衛生活動事業 1億7,296万円 利子 2億2,564万円

塵芥処理費 1億6,010万円

健康増進・がん検診推進事業 8,928万円 ◇特別会計予算内容

妊産婦・乳児健康診査事業 6,299万円

環境衛生費 5,111万円

一般被保険者療養給付費 19億9,800万円

一般被保険者高額療養費 3億1,200万円

土地改良事業 9,067万円 一般被保険者医療給付費分 5億6,000万円

多面的機能支払交付金事業 7,119万円 一般被保険者後期高齢者支援金等分 2億2,400万円

農業総務費 5,845万円 介護納付金分 7,900万円

総合交流ターミナル施設管理事業 5,770万円

介護サービス等諸費 28億4,022万円

企業誘致対策事業 2億4,829万円 高額介護サービス等費 7,200万円

商工振興費 7,607万円 介護予防・生活支援サービス事業費 8,580万円

後期高齢者医療広域連合納付金 7億2,287万円

後期高齢者医療特別会計

土木費

消防費

教育費

公債費

国民健康保険特別会計

介護保険特別会計

商工費

※金額が大きい事業を記載しています。

※分かりやすいように万円単位で記載しています。

議会費

総務費

民生費

衛生費

農林水産業費
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４  予算の内容 

 

（１）一般会計 

○歳入予算 

財政の効率的運用と健全化の確保の観点に立ち、現行制度の中で可能な限りの財源確保に

努めています。 

歳入予算の項目別構成比は図２のとおりですが、町税が５９．８％で最も多く、次いで国庫

支出金、県支出金の順となっています。 

    その他、歳入予算を自主財源（町が自主的に調達できる財源）と依存財源（国や県からの補

助金等や、事業執行のために借り入れる町債などの財源）に分類すると、自主財源構成比が６

３．７％と依存財源よりも多くなっています。 

 

図２                                   （単位：千円） 
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○歳出予算 

ア【目的別にみた歳出予算】 

歳出予算は、法令の定めるところに従い、分野ごとに支出の目的に応じた款・項に区分し、編

成しています。 

目的別経費とは、経費を行政サービスの目的ごとに分ける方法で、「障がい者や高齢者福祉の

充実、子育て支援などの経費（民生費）」「道路や公園などの整備のための経費（土木費）」「学校

教育などのための経費（教育費）」などに分けられます。 

歳出予算の目的別構成比は、図３のとおりです。民生費が８６億１，７７６万７千円で３５．

０％を占め最も多く、次いで総務費、教育費、土木費となっています。 

    

図３                                 （単位：千円） 
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イ【性質別にみた歳出予算】 

歳出予算の性質別分類とは、経費をその経済的性質を基準として分類するもので、義務的経費、

投資的経費、その他の経費の３つに大別されます。義務的経費とは、人件費や公債費、扶助費の

ように支出が義務づけられているもので、投資的経費とは普通建設事業費等をいいます。 

歳出予算の性質別構成比は、図４のとおりです。扶助費が２４．０％と最も多く、次いで物件

費が１８．８％となっています。 

   

図４                                 （単位：千円） 
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（２）特別会計 

 

    町が特定の事業を行う場合、その経理を明確にするために、一般の歳入歳出と区分して、 

条例等により特別会計を設置することができます。 

    本町では、合計４つの特別会計を設置しており、令和８年度当初予算は合計で７２億１，７

４９万円となっています。 

  令和８年度特別会計の当初予算は表２のとおりです。 

     

表２ 

令和８年度予算と令和７年度予算との比較（特別会計） 

 

                                    （単位：千円） 

区　　　分 令和8年度 令和7年度 増減額 伸び率（％）

土 地 取 得 特 別 会 計 250 396 △ 146 △ 36.87

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 3,342,928 3,347,111 △ 4,183 △ 0.12

介 護 保 険 特 別 会 計 3,140,014 3,021,077 118,937 3.94

後期高齢 者医療 特 別 会計 734,298 630,139 104,159 16.53

合　　計 7,217,490 6,998,723 218,767 3.13
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第２  令和７年度下半期における補正予算の状況 

 

 

 補正予算とは、予算の調製後に生じた事由に基づいて、既定の予算に追加その他の変

更を加えるものです。 

令和７年度下半期においては、１２月、１月及び３月の議会に提出し、それぞれ議決

されました。 

また、議会を招集する時間的余裕がないなどの理由で、長が議会に代わって議決案件

等について処分することを専決処分といいますが、１月２３日に専決処分を行いました。 
  補正予算の内容については以下のとおりです。 

 

 

１ 一般会計 

 

（１）補正予算 

① １２月補正予算（４億８，３８８万４千円増額）の主な内容 

歳入：繰入金２億６，２５９万１千円増、国庫支出金７，５９４万４千円増 

寄附金７，０７０万８千円増、県支出金４，４５２万８千円増 等 

歳出：民生費２億８０２万６千円増、教育費１億６６８万９千円増 

   総務費９，９５６万２千円増、土木費４，３０１万４千円増 等 

 

② １月補正予算（７億８，６４５万９千円増額）の主な内容 

歳入：国庫支出金５億４，７２９万９千円増、繰入金２億２，０００万円増 等 

歳出：商工費５億６，５４９万５千円増、民生費１億９，４５５万５千円増 等 

 

③ ３月補正予算（１２億６８万７千円増額）の主な内容 

歳入：町債８億２，１８０万円増、国庫支出金３億５，９３０万１千円増 

   町税３億２，３９９万円増、財産収入５２万９千円増 等 

歳出：教育費５億５，０３７万４千円増、土木費４億４，５３７万３千円増 

   総務費２億９，０００万１千円増、民生費２，６１２万円増 等 

 

（２）専決処分 

①１月補正予算（１，４３２万円増額）の内容 

歳入：県支出金１，４３２万円増 

歳出：総務費１，６３０万１千円増、予備費１９８万１千円減 
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２ 特別会計 

   特別会計は、下半期において、総額２億１，６４４万６千円の増額補正をした結果、これを

既定の予算と合わせると７３億５，０６４万５千円となりました。 

 

表３ 令和７年度予算の会計別・月別補正状況（下半期分） 

（単位：千円） 

９月補正後 １２月 １月 １月 ３月 令和７年度
現計予算額 補正額 補正額 専決額 補正額 最終予算額

22,269,705 483,884 786,459 14,320 1,200,687 24,755,055

7,134,199 7,185 209,261 7,350,645

土 地 取 得 409 116,782 117,191

国 民 健 康 保 険 3,421,016 548 20,807 3,442,371

介 護 保 険 3,074,514 6,358 44,318 3,125,190

後 期高 齢者 医療 638,260 279 27,354 665,893

29,403,904 491,069 786,459 14,320 1,409,948 32,105,700

区　　分

一般会計（A）

特別会計（B）

合　計　（A+B）
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第３  令和７年度における予算の執行状況 

 

 

 予算の執行は、長の責任において実施されます。令和７年度の予算においても、事務

事業の効率的・効果的な執行に努めました。 

 今回は、当初・補正予算に係る令和８年３月３１日現在の執行状況を掲載しています

（令和６年度からの繰越事業は除く。）。 

繰越事業を含む令和７年度の最終の執行状況については、令和８年１２月の「財政事

情」で公表します。 

  令和７年度の一般会計予算及び特別会計予算の令和８年３月３１日現在の執行状況は

次のとおりです。 

 

 

１ 一般会計予算の執行状況 

 

（１）歳入 

 

令和８年３月３１日現在で、総額２４７億５，５０５万５千円の予算に対し、１９７

億５，４２４万３千円が収入済となっており、収入割合は、７９．８％です。 

今後、出納閉鎖期日（５月３１日）までに、町税や繰入金、地方債等を収納して、令

和７年度の収入額が確定します。 
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令和７年度歳入予算の執行状況 

(単位：千円）

区　　　分 収入率 予算との差額

款　　　名 金額(A) 構成比 金額(B) 構成比
(B)/(A)
×100

(B)-(A)

％ ％ ％

町 税 10,747,817 43.4 10,727,938 54.3 99.8 △ 19,879

地 方 譲 与 税 217,423 0.9 212,525 1.1 97.7 △ 4,898

利 子 割 交 付 金 1,087 0.0 12,124 0.1 1,115.4 11,037

配 当 割 交 付 金 23,891 0.1 48,742 0.2 204.0 24,851

株 式 譲 渡 所 得 割 交 付 金 18,624 0.1 68,689 0.3 368.8 50,065

法 人 事 業 税 交 付 金 117,221 0.5 110,009 0.6 93.8 △ 7,212

地 方 消 費 税 交 付 金 1,145,799 4.6 1,311,924 6.6 114.5 166,125

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 13,560 0.1 16,619 0.1 122.6 3,059

環 境 性 能 割 交 付 金 6,073 0.0 11,283 0.1 185.8 5,210

国有提供施設等所在市町村
助 成 交 付 金

4,378 0.0 3,316 0.0 75.7 △ 1,062

地 方 特 例 交 付 金 64,956 0.3 66,278 0.3 102.0 1,322

地 方 交 付 税 5,753 0.0 37,452 0.2 651.0 31,699

交通安全対策特別交付金 7,000 0.0 7,762 0.0 110.9 762

分 担 金 及 び 負 担 金 190,933 0.8 110,731 0.6 58.0 △ 80,202

使 用 料 及 び 手 数 料 190,890 0.8 178,263 0.9 93.4 △ 12,627

国 庫 支 出 金 5,320,480 21.5 3,908,587 19.8 73.5 △ 1,411,893

県 支 出 金 1,870,639 7.6 1,139,263 5.8 60.9 △ 731,376

財 産 収 入 47,702 0.2 45,110 0.2 94.6 △ 2,592

寄 附 金 328,800 1.3 323,207 1.6 98.3 △ 5,593

繰 入 金 1,047,272 4.2 438,417 2.2 41.9 △ 608,855

繰 越 金 904,949 3.7 904,949 4.6 100.0 0

諸 収 入 174,908 0.7 71,055 0.4 40.6 △ 103,853

町 債 2,304,900 9.2 0 0.0 0.0 △ 2,304,900

合 計 24,755,055 100.0 19,754,243 100.0 79.8 △ 5,000,812

予算額 収入済額
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（２）歳出 

 

  令和８年３月３１日現在で、２４７億５，５０５万５千円の予算に対し、支出済総額は１

６７億８４３万７千円、６７．５％の支出割合となっています。 

  ３月末までに完了した事務事業等の支払いは、出納整理期間の４、５月に行います。 

  

令和７年度歳出予算の執行状況 

 

 

 

（単位：千円）

区　分 支出率 未執行額

款　名 金額(A) 構成比 金額(B) 構成比
(B)/(A)
×100

(A)-(B)

％ ％ ％

議 会 費 155,905 0.6 145,338 0.9 93.2 10,567

総 務 費 3,545,662 14.3 1,817,182 10.9 51.3 1,728,480

民 生 費 8,979,817 36.3 7,623,947 45.6 84.9 1,355,870

衛 生 費 1,586,225 6.4 1,403,545 8.4 88.5 182,680

農 林 水 産 業 費 577,754 2.3 374,215 2.2 64.8 203,539

商 工 費 1,025,667 4.1 200,616 1.2 19.6 825,051

土 木 費 3,003,612 12.1 1,175,212 7.0 39.1 1,828,400

消 防 費 673,066 2.7 549,645 3.3 81.7 123,421

教 育 費 3,626,033 14.6 1,874,562 11.2 51.7 1,751,471

災 害 復 旧 費 5,576 0.0 485 0.0 8.7 5,091

公 債 費 1,543,692 6.4 1,543,690 9.3 100.0 2

予 備 費 32,046 0.2 0 0.0 0.0 32,046

合 計 24,755,055 100.0 16,708,437 100.0 67.5 8,046,618

予算額 支出済額
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２ 特別会計予算の執行状況 

  

  令和８年３月３１日現在の歳入・歳出の状況は下表のとおりです。 

  今後、出納閉鎖期日（５月３１日）までに、収納及び支払いが行われ金額が確定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）歳入
（単位：千円）

区　分 収入率 予算との差額

会計名 金額(A) 構成比 金額(B) 構成比
(B)/(A)

×100
(B)-(A)

％ ％ ％

土 地 取 得 特 別 会 計 117,191 1.6 117,185 1.7 100.0 △ 6

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 3,442,371 46.8 3,149,310 46.2 91.5 △ 293,061

介 護 保 険 特 別 会 計 3,125,190 42.5 2,918,958 42.8 93.4 △ 206,232

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 665,893 9.1 632,598 9.3 95.0 △ 33,295

合 計 7,350,645 100.0 6,818,051 100.0 92.8 △ 532,594

（２）歳出
（単位：千円）

区　分 支出率 未執行額

会計名 金額(A) 構成比 金額(B) 構成比
(B)/(A)
×100

(A)-(B)

％ ％ ％

土 地 取 得 特 別 会 計 117,191 1.6 116,904 1.8 99.8 287

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 3,442,371 46.8 3,187,207 48.1 92.6 255,164

介 護 保 険 特 別 会 計 3,125,190 42.5 2,764,156 41.7 88.4 361,034

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 665,893 9.1 564,184 8.4 84.7 101,709

合 計 7,350,645 100.0 6,632,451 100.0 90.2 718,194

予算額 収入済額

予算額 支出済額
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第４  町税の調定・収入状況 

 

 町の行政経費については、町税、あるいは使用料などの形で、町民の皆さんに直接又

は間接的に一部負担していただいています。 

 ここでは、一般会計歳入のうち、町民の皆さんに納めていただいている町税につい

て、その調定・収入の状況を説明します。 

 

令和８年３月３１日現在の町税の調定・収入状況は、次の表のとおりです。 

調定の合計は１１０億９，０８３万５千円で、前年同期比で２６億３９７万７千円

（３０．７％）の増額となっています。調定額とは、税金の収入予定額を指します。 

収入の合計は１０７億８，４６１万５千円で、前年同期比で２６億４，０５８万２

千円（３２．４％）の増収となっており、出納閉鎖期日（５月３１日）まで収納が行

われ、金額が確定します。 

 

 

（単位：千円）

徴収率

令和7年度 令和6年度 増減額
伸び率
（％）

令和7年度 令和6年度 増減額
伸び率
（％）

令和7年度

個 人 町 民 税 3,260,772 2,690,623 570,149 21.2 3,017,429 2,447,094 570,335 23.3 92.5%

法 人 町 民 税 900,802 668,978 231,824 34.7 899,982 665,035 234,947 35.3 99.9%

固 定 資 産 税 6,322,011 4,519,764 1,802,247 39.9 6,292,912 4,460,476 1,832,436 41.1 99.5%

国 有 資 産 等
所在市町 村交 付金

56,677 55,115 1,562 2.8 56,677 55,115 1,562 2.8 100.0%

軽 自 動 車 税 178,721 172,915 5,806 3.4 173,285 165,400 7,885 4.8 97.0%

町 た ば こ 税 371,852 379,463 △ 7,611 △ 2.0 344,330 350,913 △ 6,583 △ 1.9 92.6%

合 計 11,090,835 8,486,858 2,603,977 30.7 10,784,615 8,144,033 2,640,582 32.4 97.2%

町税の調定・収入状況表

調 定 額 収 入 額
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第５  町債の状況 

 

 町が行う道路等の新設改良、農業関係の整備、大規模な恒久的施設の建設などの公共

施設の整備だけでなく、万が一の災害復旧事業に関しては、一時的に多額の費用が必要

となることから、その費用については、地方債を起こして、償還を複数年に分散させる

ことで、年度間の財政負担を平準化することができます。 

 地方債を適切に起債することにより、現在の納税者と将来の納税者の間の負担を公平

にすることができ、さらに財政運営を計画的に進めることができます。 

 

  町債の現在高は次の表のとおりです。目的別にみると、一般会計においては、普通

債の土木債が総額の３４．８％と最も比率が高く、次いで教育債が２９．４％、臨時

財政対策債が１４．８％となっています。 

  なお、令和７年度末の現在高には、令和７年度に発行を同意された地方債で令和８

年４・５月に借り入れる額を含んでいます。

 

町債現在高表 （単位：千円）

令 和 6 年 度 末
現 在 高

令 和 7 年 度 末
現 在 高

(A) 借入額 (B) 償還元金 (C) (A)+(B)-(C)

普通債 14,846,732 2,539,000 857,364 16,528,368 81.3

総務債 715,507 218,100 54,302 879,305 4.3

民生債 592,266 20,900 29,929 583,237 2.9

農林水産債 443,211 30,100 43,974 429,337 2.1

土木債 5,665,053 1,649,800 245,207 7,069,646 34.8

消防債 1,674,515 17,100 108,406 1,583,209 7.8

教育債 5,756,180 603,000 375,546 5,983,634 29.4

災害復旧債 810,345 0 126,810 683,535 3.4

総務債 49,011 0 14,089 34,922 0.2

民生債 5,164 0 1,413 3,751 0.0

農林水産債 2,288 0 763 1,525 0.0

土木債 25,386 0 8,022 17,364 0.1

教育債 139,833 0 28,673 111,160 0.6

その他 588,663 0 73,850 514,813 2.5

その他 3,514,378 0 407,154 3,107,224 15.3

臨時財政対策債 3,410,593 0 396,837 3,013,756 14.8

減税補てん債 6,156 0 4,243 1,913 0.0

減収補填債 97,629 0 6,074 91,555 0.5

19,171,455 2,539,000 1,391,328 20,319,127 100.0

0 0 0 0 0.0

19,171,455 2,539,000 1,391,328 20,319,127 100.0

令 和 7 年 度 中 増 減 額 構成比
（％）

普

通

会

計

一

般

会

計

一般会計　合計

特

別

会

計

土地取得 0 0 0 0 0.0

特別会計　合計

普通会計　合計
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第６  町有財産の状況 

 

 

町は、町民の福祉を増進するための事務や事業を行う上で必要な庁舎、学校などの

土地及び建物をはじめ、山林、有価証券などの財産を保有しています。 

 町では、町有財産を常に良好な状態で管理するとともに、その所有の目的に応じ、

効率的な運用に努めています。 

 
町の財産は次のように分類されます。 

公有財産 
行政財産 

公 用 財 産 
町が、事務・事業に直接使用することを本来の目的とする財

産（例：庁舎等） 

公共用財産 
町民の一般的共同利用に供することを本来の目的とする財産

（例：学校、公営住宅、体育館、図書館、公園、道路） 

普 通 財 産 行政財産以外の一切の公有財産 

物 品 
町が所有する動産など（現金などを除く） 

（例：備品、公用車） 

債 権 
金銭の給付を目的とする権利 

（例：町税・分担金・使用料に関する債権、貸付金） 

基 金 
特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、又は定

額の資金を運用するために設けるもの 

   

令和８年３月３１日現在の町有財産の状況は、次のとおりです。 
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１ 土地・建物 

（１）土地 

 

 

（２）建物 

 

 

 

分 類 令和8年3月31日現在 令和7年3月31日現在 増 減 備 考

㎡ ㎡ ㎡

14,356 14,356 0

警察（消防）施設 5,553 5,579 △ 26

そ の 他 の 施 設 0 0 0

学 校 212,498 201,650 10,848

公 営 住 宅 59,729 59,729 0

公 園 478,294 469,111 9,183

そ の 他 の 施 設 189,976 186,845 3,131

960,406 937,270 23,136

普 1,246,450 1,246,450 0

通 32,301 44,357 △ 12,056

財 84,104 74,746 9,358

産 1,362,855 1,365,553 △ 2,698

2,323,261 2,302,823 20,438

区 分

行

政

財

産

本 庁 舎

そ

の

他

の

行

政

機

関

公

共

用

財

産

小 計

山 林

宅 地

雑 種 地 ・ 原 野

小 計

合 計

分 類 令和8年3月31日現在 令和7年3月31日現在 増 減 備 考

㎡ ㎡ ㎡

7,762 7,594 168

警察（消防）施設 0 0

そ の 他 の 施 設 0 0

学 校 64,298 62,877 1,421

公 営 住 宅 18,109 18,109 0

公 園 10,294 1,573 8,721

そ の 他 の 施 設 28,829 37,527 △ 8,698

129,292 127,680 1,612

0 0

1,105 1,105 0

0 0

1,105 1,105 0

130,397 128,785 1,612合 計

行

政

財

産

本 庁 舎

そ

の

他

の

行

政

機

関

公

共

用

財

産

小 計

普

通

財

産

山 林

宅 地

雑 種 地 ・ 原 野

小 計

区 分
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２ 山林 

 

３ 有価証券 

 

４ 出資による権利 

令和8年3月31日現在 令和7年3月31日現在 増 減 令和8年3月31日現在 令和7年3月31日現在 増減

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎥

所 有 452,057 452,057 0 22,122 22,078 44

分 収 794,393 794,393 0 36,920 36,816 104

計 1,246,450 1,246,450 0 59,042 58,894 148

土地の

権利の

区分

面　　積 立木の推計蓄積量

区　　　　　分 令和8年3月31日現在 令和7年3月31日現在 増　減 備　考

千円 千円 千円

豊肥本線高速鉄道保有（株）株券 26,700 26,700 0

合　　　　　計 26,700 26,700 0

区 分 令和8年3月31日現在 令和7年3月31日現在 増 減 備 考

千円 千円 千円

熊本県信用保証協会（商工会）出捐金 20,500 20,500 0

熊本県農業信用基金協会出資金 2,270 2,270 0

（財）熊本県農業公社出資金 1,397 1,397 0

（財）熊本県農業公社出捐金 192 192 0

（社）熊本県畜産協会出資金 40 40 0

（財）熊本県林業従事者育成基金拠出金 1,105 1,105 0

菊池森林組合出資金 1,526 1,526 0

（有）さんふれあ出資金 19,000 19,000 0

（財）くまもとテクノ産業財団出捐金 50 50 0

（財）熊本県雇用環境整備協会出捐金 2,500 2,500 0

（財）熊本県角膜・腎臓バンク協会出捐金 1,287 1,287 0

（財）熊本県さわやか長寿財団出捐金 1,313 1,313 0

（公財）熊本県暴力追放運動推進センター出捐金 600 600 0

（財）白川水源地域対策基金出捐金 1,000 1,000 0

（福）菊陽町社会福祉協議会出資金 900 900 0

（財）熊本県環境整備事業団出捐金 18 18 0

地方公共団体金融機構出資金 2,400 2,400 0

菊陽町土地開発公社出資金 10,000 0 10,000

合 計 66,098 56,098 10,000
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５ 物品 

 

 

６ 債権 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区　分 令和8年3月31日現在 令和7年3月31日現在 増　減 備　考

台 台 台

乗用車 41 45 △ 4

庁用備品 112 94 18

機械器具 58 57 1

教育物品 40 38 2

合 計 251 234 17

区 分 令和8年3月31日現在 令和7年3月31日現在 増 減 備 考

千円 千円 千円

奨 学 資 金 1,150 1,318 △ 168

住宅新築資金 1,716 1,716 0

住宅改修資金 2,003 2,003 0

宅地取得資金 1,987 1,987 0

災害援護資金 390 3,325 △ 2,935

合 計 7,246 10,349 △ 3,103
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７ 基金 

 

※ 令和８年３月３１日現在の数値は、今後、決算整理により変動することがあります。 

区　　　分 令和8年3月31日現在 令和7年3月31日現在 増　減 備　考

千円 千円 千円

財政調整基金 1,983,373 2,576,328 △ 592,955

減債基金 389,197 388,915 282

公共施設整備基金 607,095 688,031 △ 80,936

ふるさと創生事業基金 0 307,908 △ 307,908

人材育成基金 81,637 88,365 △ 6,728

社会福祉振興基金 231,892 252,185 △ 20,293

学校建設基金 346,298 410,298 △ 64,000

表彰基金 0 4,527 △ 4,527

土地開発基金 0 116,494 △ 116,494

国民健康保険財政調整基金 253,636 253,426 210

スポーツ・文化振興基金 152,059 37,029 115,030

ふるさと水と土保全基金 0 10,708 △ 10,708

町営住宅建設基金 0 1,272 △ 1,272

介護給付費準備基金 293,973 283,741 10,232

総合スポーツ施設整備基金 187,054 305,803 △ 118,749

平成２８年熊本地震復興基金 100,995 103,955 △ 2,960

森林環境譲与税基金 16,338 13,116 3,222

子育て支援施設等整備基金 120,110 120,012 98

企業誘致環境整備基金 341,675 391,935 △ 50,260

企業版ふるさと納税基金 40,430 33,802 6,628

合　　　計 5,145,762 6,387,850 △ 1,242,088
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5
労

働
費

0
0
.0

0
0
.0

0
0
.0

0
-

0
-

6
農

林
水

産
業

費
4
7
1
,3

8
9

1
.9

5
7
6
,7

9
5

2
.8

5
7
7
,7

5
4

2
.3

△
 1

0
5
,4

0
6

8
1
.7

△
 1

0
6
,3

6
5

8
1
.6

7
商

工
費

3
3
2
,7

1
4

1
.4

1
5
9
,6

2
3

0
.8

1
,0

2
5
,6

6
7

4
.1

1
7
3
,0

9
1

2
0
8
.4

△
 6

9
2
,9

5
3

3
2
.4

8
土

木
費

2
,4

9
7
,7

0
0

1
0
.1

2
,2

9
9
,6

7
3

1
1
.2

3
,0

0
3
,6

1
2

1
2
.1

1
9
8
,0

2
7

1
0
8
.6

△
 5

0
5
,9

1
2

8
3
.2

9
消

防
費

7
3
8
,0

6
8

3
.0

7
1
4
,3

9
3

3
.5

6
7
3
,0

6
6

2
.7

2
3
,6

7
5

1
0
3
.3

6
5
,0

0
2

1
0
9
.7

1
0

教
育

費
2
,7

2
8
,9

2
0

1
1
.1

2
,7

4
1
,7

9
2

1
3
.3

3
,6

2
6
,0

3
3

1
4
.6

△
 1

2
,8

7
2

9
9
.5

△
 8

9
7
,1

1
3

7
5
.3

1
1

災
害

復
旧

費
0

0
.0

0
0
.0

5
,5

7
6

0
.0

0
-

△
 5

,5
7
6

0
.0

1
2

公
債

費
1
,7

6
6
,0

4
7

7
.2

1
,5

5
0
,2

0
7

7
.5

1
,5

4
3
,6

9
2

6
.2

2
1
5
,8

4
0

1
1
3
.9

2
2
2
,3

5
5

1
1
4
.4

1
3

予
備

費
3
8
,6

3
1

0
.2

3
8
,4

5
1

0
.1

3
2
,0

4
6

0
.4

1
8
0

1
0
0
.5

6
,5

8
5

1
2
0
.5

合
計

2
4
,6

2
6
,9

9
6

1
0
0
.0

2
0
,6

1
1
,6

4
1

1
0
0
.0

2
4
,7

5
5
,0

5
5

1
0
0
.0

4
,0

1
5
,3

5
5

1
1
9
.5

△
 1

2
8
,0

5
9

9
9
.5

区
分

令
和

8
年

度
令

和
7
年

度
前

年
度

当
初

・
最

終
予

算
額

と
の

比
較
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付
表

２

（
単

位
：
千

円
）

令
和

8
年

度

当
初

予
算

額
(A

)
当

初
予

算
額

（
B

)
最

終
予

算
額

（
C

)
(A

)-
(B

)
(A

)/
(B

)
（
A

)-
（
C

)
(A

)/
(C

)

％
％

土
地

取
得

特
別

会
計

2
5
0

3
9
6

1
1
7
,1

9
1

△
 1

4
6

6
3
.1

△
 1

1
6
,9

4
1

0
.2

国
民

健
康

保
険

特
別

会
計

3
,3

4
2
,9

2
8

3
,3

4
7
,1

1
1

3
,4

4
2
,3

7
1

△
 4

,1
8
3

9
9
.9

△
 9

9
,4

4
3

9
7
.1

介
護

保
険

特
別

会
計

3
,1

4
0
,0

1
4

3
,0

2
1
,0

7
7

3
,1

2
5
,1

9
0

1
1
8
,9

3
7

1
0
3
.9

1
4
,8

2
4

1
0
0
.5

後
期

高
齢

者
医

療
特

別
会

計
7
3
4
,2

9
8

6
3
0
,1

3
9

6
6
5
,8

9
3

1
0
4
,1

5
9

1
1
6
.5

6
8
,4

0
5

1
1
0
.3

合
計

7
,2

1
7
,4

9
0

6
,9

9
8
,7

2
3

7
,3

5
0
,6

4
5

2
1
8
,7

6
7

1
0
3
.1

△
 1

3
3
,1

5
5

9
8
.2

令
和

7
年

度
前

年
度

当
初

・
最

終
予

算
額

と
の

比
較

区
分

令
和

８
年

度
予

算
と

令
和

７
年

度
予

算
と

の
比

較
（特

別
会

計
）
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